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計画の基本的事項 

本計画の概要 
     廃棄物処理  廃棄物 適正 処理       ⽣活環境 保全  公衆衛⽣ 向上 図

    主眼 置           私   ⽣活 豊           質的 多様化    排出
量 増加     適正処理 困難  最終処分場 確保 難   市町村財政 逼迫等 地域   
 問題 深刻化       資源 枯渇 地球温暖化等 地球規模  環境問題  影響 及   
     

        問題 解決     使 捨 社会   ⽅（    ）         ⾒直  資源
 ⼤切      循環型社会 形成     取組 活発 進             

今治市（以下 本市）      排出抑制             減量化 図  本市 実状 即
  循環型社会 実現 ⽬指      資源   有効利⽤           環境負荷 低減 
配慮    適正  効率的 処理     ⽬的     今治市⼀般廃棄物（  ）処理基本計画 
平成 29 年 4 ⽉（以下 前計画）  策定      

   平成 30 年 今治市        （以下       ）稼働 伴  本市 中間処理 ⼀元
化             今治   （21 世紀   処理施設）    安全 安⼼  ⼈ 地域 世代
     今治市          基本      掲      新    処理施設        以
上 市⺠ 事業者 ⾏政 ⼀体    持続可能 社会 実現 向  取組 進       重要    

     今回策定   今治市⼀般廃棄物（  ）処理基本計画（以下 本計画）   前計画
 ⽬標達成状況 分析 基  新  施策 設定   今治       新  計画 策定       
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基本計画の位置付け 
⼀般廃棄物（  ）処理基本計画   廃棄物 処理及 清掃 関  法律（以下 廃棄物処理

法） 第 6 条第 1 項 規定   策定       本計画 今治市    ⼀般廃棄物（  ）処理
事業 基本⽅針 ⽰         本計画 位置付   図 1-1  ⽰        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1） 廃棄物 処理及 清掃 関  法律  

  2） 資源 有効 利⽤ 促進 関  法律  
3） 容器包装 係 分別収集及 再商品化 促進等 

関  法律  
 4） 特定家庭⽤機器再商品化法  

  5） ⾷品循環資源 再⽣利⽤等 促進 関  法律  

 6） 建設⼯事 係 資材 再資源化等 関  法律  
 7） 使⽤済⾃動⾞ 再資源化等 関  法律  
 8) ｢使⽤済⼩型電⼦機器等 再資源化 促進 関  法律｣
 9） 国等   環境物品等 調達 推進等 関  法律  
 

図 1-1 基本計画の位置付け（本計画と他の計画との関係）

〈廃棄物の適正処理〉

循環型社会形成推進基本法 

環境基本法 

環境基本計画 

廃棄物処理法１） 

廃棄物処理実施整備計画 

廃棄物処理法に基づく基本方針 

愛媛県廃棄物処理計画 

家電リサイクル法４） 

食品リサイクル法５） 

建設リサイクル法６） 

〈再生利用の推進〉

循環型社会形成推進基本計画 

〈国等が率先して再生品などの調達を推進〉 

自動車リサイクル法７） 

〈個別物品の特性に応じた規制〉 

容器包装リサイクル法３） 

資源有効利用促進法２） 

グリーン購入法９） 

小型家電リサイクル法８） 

今治市 

一般廃棄物処理基本計画 

ごみ処理基本計画 

生活排水処理基本計画 

災害廃棄物処理基本計画 

今治市総合計画 

今治市環境基本計画 

注 
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今治市総合計画等との関係 
第 2 次今治市総合計画 基本構想（平成 28 年度 令和 7 年度）       住 続   “  

   （⼼地好 ）”          橋 渡   世界  未来    本市 将来像 掲      
   

後期基本計画（令和 3 7 年度）   循環型社会 実現 向  市⺠ 事業者 団体 ⾏政  
多様 各種主体 協⼒ 下 廃棄物 適正 排出等   資源循環 推進            

第 2 次今治市環境基本計画（平成 31 年度 令和 10 年度）    ⽔ 緑 包       環
境 想   保全 継承 取 組    今治市  将来 環境像   掲  国  第五次環境基本計画 
     ⾔及      SDGs※  各⽬標 達成   環境負荷 低減   経済 好循環  両輪 
実現        進     種々 環境施策 展開            

 
※SDGs 持続可能 開発⽬標（Sustainable Development Goals） 略称 
       2015 年 国連      定     誰⼀⼈取 残    持続可能      

社会 実現 ⽬指 世界共通 ⽬標 
 

計画の期間 
本計画 期間  令和 3 年度  令和 17 年度   15 年間        計画 5 年   進捗

状況 評価 ⽬標 ⾒直  ⾏         
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地域の概況 

今治市の位置と沿革 
本市  愛媛県 北東部 瀬⼾内海   中央部 位置  ⾼縄半島  芸予諸島         

中⼼市街地   平野部  緑豊  ⼭間部     瀬⼾内    海道 安芸灘    海道 架 
 世界有数 多島美 誇 島  部    変化 富  地勢         

明治 22 年 市町村制 施⾏   陸地部 中⼼ 今治町    ⼤正 9 年 ⽇吉村 合併  今治
市 誕⽣       直後  港湾 整備 進  四国初 開港場        

昭和 ⼊     周辺町村  合併 編⼊ 経  昭和 37 年  ⼈⼝ 10 万⼈ 超       
間 太平洋戦争  戦災 遭     港 中⼼   商業都市           縫製 造船   基
幹産業        発展          平成 11 年  瀬⼾内    海道（⻄瀬⼾⾃動⾞道）
 開通  中四国 交流 流通 拠点        

平成 17 年 1 ⽉  12 市町村 合併    ⼈⼝ 18 万⼈    松⼭市 次 県下第 2  都市 
⽣  変      瀬⼾内海 ⾵光明媚 景観  ⼤⼭祇神社 村上海賊 海城址   歴史遺産 
誇 観光都市       国内    船舶 建造隻数 約 2 割 占  ⽇本 海運企業 所有  
外航船 約 4 割 今治 船主 占     造船 海運都市    将来 期待        

 

 

図 2-1 今治市の位置図 
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交通 
⼀般国道      国道 196 号 ⻄ 松⼭市  菊間 ⼤⻄ 今治市街地 経由   東 ⻄条

市  接続         松⼭市 起点   国道 317 号 ⽟川 今治市街地 ⼤島 伯⽅島 ⼤三
島 経由  広島県尾道市            

⾼規格幹線道路      瀬⼾内    海道（⻄瀬⼾⾃動⾞道）    ⼤島 伯⽅島 ⼤三
島 経由  広島県尾道市 ⼭陽道 接続         今治⼩松⾃動⾞道  今治湯 浦    
  ⻄条市  縦貫  松⼭⾃動⾞道 直結             ⾼速   東京 ⼤阪 広島 福
⼭   都市 結       

航路      今治港  周辺島  部        旅客船 結       
鉄道      JR 予讃線 今治市 海岸線近  通  ⻄ 松⼭市 宇和島市 東 ⾼松市 瀬

⼾⼤橋 介  岡⼭市 連絡       
   関前岡村島 安芸灘    海道（安芸灘諸島連絡架橋）    広島県呉市 接続    

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-2 今治市内の主な交通網 



 

6 

気候 
気候  四季 通  温暖⼩⾬ 晴天 恵   瀬⼾内海式気候 属       
2019 年 今治地域気象観測所    気温及 降⽔量  表 2-1 及 図 2-3         平

均気温 16.5℃ 年間降⽔量 957.0mm     
 

表 2-1 気温・降水量（2019 年） 

⽉ 降⽔量（ ） ⽇平均気温（℃） 
⽉   
⽉   
⽉   
⽉   
⽉   
⽉   
⽉   
⽉   
⽉   
⽉   
⽉   
⽉   

合計  ― 
⽉平均   

資料 気象庁        
 

 

図 2-3 気温・降水量（2019 年）  
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人口の動向 
本市 ⼈⼝  図 2-4     年々減少傾向    令和 2 年 3 ⽉末時点    住⺠基本台帳 

⼈⼝  157,644 ⼈           1 世帯当   ⼈⼝ 2.06 ⼈/世帯 平成 27 年度  0.1
⼈／世帯  減少     核家族化 進     ⾔     

令和 2 年 3 ⽉末時点    ⼈⼝構造 図 2-5  ⽰ ⼈⼝             70 74 歳 中
⼼   世代 最 多           39 歳以下 ⼈⼝ 注⽬    年齢層 若   ⼈⼝ 減少
  傾向 ⾒      

 

 

資料 住⺠基本台帳（各年度 3 ⽉末時点） 
図 2-4 人口及び世帯当たり人員の推移 

 

 
資料 住⺠基本台帳（令和 2 年 3 ⽉末時点） 

図 2-5 人口ピラミッド  
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3,417 
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5,804 
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5,023 
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4,732 

7,055 

03,0006,0009,000

4歳以下
5 9歳
10 14歳
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産業の動向 
本市    産業別就業⼈⼝ 表 2-2     推移 図 2-6  ⽰     
労働者⼈⼝（第⼀次産業 第三次産業 ⼈⼝ 合計） 減少傾向 ⽰  産業別  第⼀次産

業⼈⼝ 減少率 顕著  平成 27 年度 平成 2 年度  約 59％減少      第⼆次産業⼈⼝ 
同様 減少     平成 27 年度 平成 2 年度  約 37％減少      第三次産業⼈⼝ 平成
12 年度  増加傾向 ⽰        平成 17 年度以降 減少      平成 27 年度    産
業別⼈⼝ 構成⽐  第⼀次産業 5.87％ 第⼆次産業 31.92％ 第三次産業 62.21％   
      

 
第⼀次産業 農業 林業 漁業 
第⼆次産業 鉱業 建設業 製造業 
第三次産業 電気   業 卸売業 ⼩売業     業等 第⼀,⼆次産業 該当      
 

表 2-2 産業別就業人口 

       
第⼀次産業       
第⼆次産業       
第三次産業       

合計       
資料 国勢調査（総務省統計局）各年度 10 ⽉ 1 ⽇現在 
 

 

図 2-6 産業別就業者数の推移 
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ごみ処理の現状と課題 

ごみ処理体制 

ごみ処理フロー 

令和 2 年度現在 主   処理 流   図 3-1  ⽰        

 

図 3-1 ごみ処理の流れ 
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運営・処理体制 

現在 運営 処理体制 表 3-1 及 表 3-2  ⽰        
 

表 3-1 運営体制（令和 2 年度現在） 

体 制 
区 分 運営 

収集・運搬 直営・委託 

中継施設 

⼤島中継センター 直営 

伯⽅中継センター 直営 

⼤三島中継センター 直営 

中間処理   今治市クリーンセンター（バリクリーン） 委託 

最終処分 

今治⼀般廃棄物最終処分場 直営（搬⼊停⽌） 

波⽅⼀般廃棄物最終処分場 委託 

⼤島⼀般廃棄物最終処分場（泊） 直営 
 

表 3-2 処理体制（令和 2 年度現在） 

 
  

区域名 中間処理施設 処理・処分先 
陸地部 
⼤島 
伯⽅ 
⼤三島 

今治市クリーンセンター 
（バリクリーン） 

焼 却 灰：波⽅⼀般廃棄物最終処分場 
 
 

資 源 物：再資源化業者 
ガレキ類：波⽅⼀般廃棄物最終処分場 

⼤島⼀般廃棄物最終処分場（泊） 
関前 広島県呉市に委託 
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収集・運搬体制 

家庭系ごみ 

本市 家庭系   収集 運搬体制 表 3-3  ⽰        
 

表 3-3 収集・運搬体制 

種類 排出⽅法 収集・運搬⽅法 

燃やせるごみ 指定袋 
（⼤・中・⼩） 

週 回定められた曜⽇にごみ集積所で収集 

燃やせないごみ ⽉ 回定められた曜⽇にごみ集積所で収集 

粗⼤ごみ 粗⼤ごみ処理券を
貼り付けて排出 

年 回（各地区）、市で電話受付し、指定する
 

有害ごみ 
（電池・蛍光管・⽔銀計） コンテナに裸出し 

⽉ 回定められた曜⽇に資源集積所で収集 

危険ごみ 
（スプレー⽸・カセットボンベ・ライター） 

 

び
ん 

無⾊ 

コンテナに裸出し 茶⾊ 

その他 

⽸ 
ネットに裸出し 

ペットボトル 

紙
類 

新聞 

ひもで⼗⽂字にし
ばり裸出し 

雑誌・雑紙 

段ボール 

紙パック 

布類 

⽩⾊トレイ ネットに裸出し 
プラスチック製 
容器包装 ネットに裸出し 週 回定められた曜⽇に資源集積所で収集 

 

事業系ごみ 

事業系        市   処理施設 排出事業者⾃  搬⼊    ⼀般廃棄物収集 運搬許
可業者 事業者 委託 受  収集 運搬       

   事業系          減量化       推進     平成 19 年 10 ⽉  適正 分
別   資源  （  類 ⽸類           事業所 従業員 排出    ） 市 施設 受 
⼊       
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中間処理施設 

可燃ごみ処理施設 

本市 可燃  処理施設 表 3-4  ⽰        
 

表 3-4 中間処理施設の概要（可燃ごみ処理施設） 

施設名 規模 竣⼯ 経過年数※ 処理⽅式 

今治市クリーンセンター 
（バリクリーン） 

⽇ 
（ ⽇・炉× 炉） 

平成 年 ⽉ 年 焼却処理 

※令和 2 年度現在 
 

 

図 3-2 今治市クリーンセンター（バリクリーン）外観 

 

不燃･粗大･資源ごみ等処理施設 

本市 不燃･粗⼤･資源  等処理施設 表 3-5  ⽰        
         不燃   粗⼤   破砕     鉄    等 資源物 回収           

    製容器包装  異物 取 除       資源   有効活⽤       
 

表 3-5 中間処理施設の概要（不燃・粗大・資源ごみ等処理施設） 

施設名 規模 竣⼯ 経過年数※ 処理⽅式 
今治市クリーンセンター 
（バリクリーン） 

リサイクルセンター  平成 年 ⽉ 年 破砕・圧縮 

伯⽅中継センター ストックヤード  平成 年 ⽉ 年 貯留・圧縮 

※令和 2 年度現在 
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最終処分場 

本市 表 3-6  ⽰     最終処分場 3 施設所有       今治⼀般廃棄物最終処分場 
埋⽴物 搬⼊ 停⽌      ⼤島⼀般廃棄物最終処分場 残余容量  第⼆期拡張⼯事 実施 
 場合 容量       埋⽴容量 確保      ⼯事実施 条件       

 
表 3-6 最終処分場の概要 

施設名 埋⽴容量 埋⽴開始 残余容量※ 埋⽴対象物 備考 

今治⼀般廃棄物最終処分場  昭和 年   搬⼊停⽌ 

波⽅⼀般廃棄物最終処分場  平成 年  
ガレキ類 
焼却主灰 
下⽔汚泥 

 

⼤島⼀般廃棄物最終処分場
（泊） 

 平成 年  ガレキ類 
残余容量は第
⼆期拡張⼯事
を実施した場
合の容量 

※令和元年度末時点 
 



 

14 

排出抑制・リサイクルの取組 

現在 排出抑制       係 取組 表 3-7 表 3-10  ⽰     
 

表 3-7 排出抑制・リサイクルの取組 

内    容 概        要 

 

ごみ処理の有料化 ○ 燃やせるごみ、燃やせないごみの有料指定袋収集を実施 
（平成 年 ⽉制度導⼊、 年度から有料化、平成 年 ⽉料⾦改定） 

○ 年 ⽉導⼊） 
⽣ごみ処理機等購⼊費
補助⾦制度 

○ ⽣ごみ処理機等について、購⼊費の 分の 以内の補助 円を上限 を実
施【表 参照】 

資源ごみ集団回収奨励
⾦交付制度 

○ 各種団体の資源ごみ（紙類を対象）の集団回収量に応じて奨励⾦（ 円 ）の
交付 市に登録している団体で 年 回以上実施可能な団体、年間合計 万円
を上限 を実施【表 参照】 

ごみ集積施設設置事業
補助⾦交付制度 

○ ごみ集積施設を新設する団体に、作製及び設置費の 分の 以内の補助
円を上限、ネット製は 円を上限 を実施【表 参照】 

⾼度な分別収集 ○ ごみの 分別収集の実施 
①燃やせるごみ ②燃やせないごみ ③粗⼤ごみ ④資源ごみ ⑤有害ごみ ⑥危険
ごみ 

○ 資源ごみ（ 種 区分）の無料収集 
⾃治会ごとにステーションを決め､コンテナ・ネット等により回収 
①⽸類 ②びん類 無⾊、茶⾊、その他の⾊  ③ペットボトル  
④紙類（新聞、雑誌・雑がみ、段ボール、紙パック） ⑤布類 ⑥⽩⾊トレイ 
⑦プラスチック製容器包装 
（⑥・⑦は平成 年 ⽉より⼀部地域開始、 ⽉より全地域開始） 

○ 有害ごみの無料収集（電池、蛍光管、⽔銀計） 
○ 危険ごみの無料収集（スプレー⽸、カセットボンベ、ライター） 

拠点回収の実施 ○ 市内にある⼤規模⼩売店舗等に資源ごみの回収容器を設置し、資源ごみの回収
量の増進を図る 
拠点回収設置店舗数 陸地部： 店舗、島しょ部： 店舗 

○ 平成 年 ⽉に開設された今治エコステーションにおいて資源ごみ、有害ご
み、危険ごみ、使⽤済み天ぷら油、⼩型家電製品類の受⼊を開始 

⼩型家電回収ボックス
の設置 

○ 平成 年度に施⾏された「使⽤済⼩型電⼦機器等の再資源化の促進に関する法
律」を受け、公共施設や店舗等による⼩型家電回収を開始し、資源有効利⽤の
推進に取り組んでいる 

今治市⽣ごみ減量推進
計画の策定 

○ 家庭系ごみのうち、組成割合の多い⽣ごみに着⽬し、その減量に向けた取組を推
進するため「今治市⽣ごみ減量推進計画」を策定 

環境教育・学習の推進 ○ ごみ処理施設の⾒学会の実施 
○ 市内⼩学校４年⽣を対象とした社会科学習資料（わたしたちのくらしとごみ）の

作成・配布 
○ ⾃治会・各種団体等の要請に応じて、ごみの分別等に関する出前講座の開催 

 

啓発活動の推進 ○ 広報、ホームページ、ごみカレンダー等によるごみ減量化や再使⽤、リサイクル 
に関する 活動の拡⼤ 

○  
○ リサイクルフェア、リサイクル⼯房の開催による３Ｒ運動の啓発活動 
○  

事業者・販売店への働
きかけ ○ 「事業所ごみ分別・処理ガイドブック」を作成し、市内事業所へ配布 
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表 3-8 生ごみ処理機等購入の補助実績 

単位 基 
種類 H27 H28 H29 H30 R1 

⽔切り容器 10 10 7 12 4 
コンポスト 87 64 70 47 35 

電気式処理機 57 58 28 49 39 

合計 154 132 105 108 78 
 

表 3-9 集団回収量の実績 

単位 t 
種類 H27 H28 H29 H30 R1 

 

新聞紙 1,103.65 1,008.83 944.35 816.99 709.86 
雑誌 623.03 590.69 563.78 496.16 470.02 

段ボール 447.75 435.68 464.76 431.84 436.24 

紙パック 1.83 1.42 1.70 1.45 1.33 

合計 2,176.26 2,036.62 1,974.59 1,746.43 1,617.45 
※四捨五⼊の関係で合計が合わない場合があります。 

 

表 3-10 ごみ集積施設設置補助の実績 

単位 基  
種類 H27 H28 H29 H30 R1 
鋼製 36 22 24 24 18 

ネット製 19 20 23 20 20 

合計 55 42 47 44 38 
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ごみ処理・処分の状況 

ごみ排出量 

本市      排出量 推移 図 3-3  ⽰       家庭系  及 事業系  排出量原単位
（1 ⼈ 1 ⽇当     排出量） 推移 図 3-4  ⽰    令和元年度 排出     （資源 
  集団回収量含 ） 約 57,900ｔ/年  ⼈⼝ 減少            排出量全体    減
少傾向 ⽰      ⼀⽅ １⼈１⽇当   総  排出量（集団回収除 ） 平成 29 年度以降増
加傾向 ⽰       

 

 

図 3-3 ごみ排出量の推移 

 

図 3-4 1 人 1日当たりの総ごみ排出量の推移 
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リサイクル 

本市    年度別      量 表 3-11  ⽰         量 減少傾向  令和元年度  
  本市      量 9,051 t/年   平成 30 年       稼働 伴     化 ⾏  処理 
⼀元化 実施       ⼀時的      量 減少      焼却灰     原料化 増量  対
応       

     量及      率 推移 図 3-5  ⽰    令和元年度    本市      率 
15.6％    平成 26 年度以降減少傾向        平成 30 年度  1.2%増加       

 
表 3-11 年度別リサイクル量 

                単位 t/年 
項  ⽬         

直接資源化量※          
処理後再⽣利⽤量※          
セメント原料化※          
スラグ化※          
リサイクル量合計         
         

リサイクル率（ ）         
※1 古紙 古布 ⽸類 電池 ⼩型家電 集団回収 合計     平成 24 年度 平成 29 年度 RDF 量 含   
※2                 製容器包装 ⽩⾊    蛍光管 ⾦属類 島  部 段    合計  
※3 焼却灰      原料   再利⽤    量 
※4 軟質      等 ⼟⽊資材等      可能       再利⽤    量 

 

 

図 3-5 リサイクル量及びリサイクル率の推移   
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焼却処理 

本市    年度別 焼却処理量 表 3-12     推移 図 3-6  ⽰    可燃        
  搬⼊   資源物   再利⽤      回収  後 焼却処理                  
破砕   燃       粗⼤      可燃性        同様 焼却処理       

平成 30 年度以降 軟質       分別 廃⽌  資源化           焼却処理     
   回収 ⾏               平成 30 年度以降焼却処理量 増加  令和元年度 約
49,600t/年 処理       

 
表 3-12 年度別焼却処理量 

 単位 t/年 
項  ⽬         

可燃ごみ         
 うち、資源物として回収         
 焼却対象可燃ごみ         
可燃性残渣         
焼却量         

※四捨五⼊ 関係 合計 合   場合       
   

 
図 3-6 焼却処理量の推移 
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最終処分 

本市    年度別 最終処分量 表 3-13     推移 図 3-7  ⽰    平成 30 年度   
    稼働後 焼却量 増加  影響   焼却灰 量 増      積極的     原料化    
令和元年度 最終処分量 約 4,300t/年 平成 30 年度 ⽐較 減少         最終処分率 
7.5％    ⼗分低 値         

 

表 3-13 年度別最終処分量 

   単位 t/年 
項  ⽬         

直接最終処分量         
不燃残渣         
焼却灰         
最終処分量合計         
         

最終処分率（ ）         
※四捨五⼊ 関係 合計 合   場合       

 

 

図 3-7 最終処分量及び最終処分率の推移 
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ごみ処理に係る経費 

本市    年度別   処理経費 表 3-14     推移 図 3-8  ⽰          稼働 
伴 中間処理費 ⼤幅 削減         平成 30 年度    収集 運搬費 中間処理費 同等
           市⺠ 1 ⼈当     処理経費 年間 10,485 円         

 
表 3-14 年度別ごみ処理経費 

       単位 千円 
項⽬        

⾏政⼈⼝（⼈）        
収集・運搬費        
中間処理費        
最終処分費        
その他経費        
合計        
        

⼈当たりの 
処理経費（円 ⼈）        

資料  環境省⼀般廃棄物処理実態調査  平成 30 年度  今治市資料 
 

 
図 3-8 ごみ処理経費の推移 
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ごみ組成調査結果 

燃やせるごみの組成 

調査結果の概要 

          燃      組成調査結果 表 3-15 及 図 3-9  ⽰    平成 30 年
度   平均  紙類 35.64% 最 多  次        類 21.74％ 布類 14.63% 
占       

   令和 2 年 9 ⽉ ⾷品   実態調査 ⾏      燃     中 厨芥類 割合 市街
地 29.2% ⼭間部 37.3% 海岸部 27.3%          

 
表 3-15 燃やせるごみの組成調査結果 

 

 

図 3-9 燃やせるごみの組成割合  

R2年度
単位 8⽉ 2⽉ 8⽉ 2⽉ 8⽉

紙類 % 30.86 44.51 39.92 30.03 32.89 35.64
プラスチック類 % 21.41 27.79 24.74 13.85 20.90 21.74
布類 % 13.07 10.98 6.36 27.19 15.56 14.63
ゴム・⽪⾰類 % 3.72 0.00 0.21 0.50 2.01 1.29
⽊・⽵・草類 % 5.78 2.36 9.47 10.07 19.39 9.41
厨芥類 % 13.17 6.85 11.11 8.06 5.29 8.90
その他燃やせるごみ % 9.96 3.57 7.56 8.09 3.20 6.48
⾦属類 % 0.10 0.28 0.44 0.65 0.29 0.35
ガラス類 % 0.96 3.22 0.00 0.06 0.10 0.87
有害ごみ % 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
陶器類 % 0.54 0.39 0.00 1.50 0.24 0.53
その他燃やせないごみ % 0.43 0.05 0.19 0.00 0.13 0.16
合計 % 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00
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燃やせないごみの組成 

調査結果の概要 

          令和元年度 燃       組成調査結果 表 3-16 及 図 3-10  ⽰    
燃       組成割合 ⽸以外 ⾦属 41.51％ 最 多  次      ･  ･⽪⾰類 
25.38％ 可燃物類 10.80％ 占       

 
表 3-16 燃やせないごみの組成調査結果（令和元年度） 

項⽬ 組成割合（ ） 
⽸類  
⽸以外の⾦属  
びん類  
灰・がれき類  
ビニール・ゴム・⽪⾰類  
可燃物類  
合計  

※四捨五⼊ 関係 合計 合   場合       

 
図 3-10 燃やせないごみの組成割合 
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ごみ処理の評価 

目標達成状況について 

前計画    ⽬標 令和元年度    実績 表 3-17  ⽰     
 

表 3-17 目標達成状況  

項⽬ 
前計画 

令和元年度 実績 令和 年度 ⽬標値 

排出抑制⽬標 
【総ごみ排出量】 年 年 

【 ⼈ ⽇当たりの 
家庭系ごみ排出量】 ｇ ⼈・⽇ ｇ ⼈・⽇ 

リサイクル⽬標 
【リサイクル率※】 ％ ％ 

最終処分⽬標 
【最終処分量】 年 年 

※      率＝     量（集団回収含 ）／ 総  排出量 
 
 

 排出抑制⽬標  
⽬標   総  排出量 54,100ｔ/年 対  令和元年度 排出量 57,854ｔ/年      

⽬標未達    
 
 1 ⼈ 1 ⽇当   家庭系  排出量  

⽬標   1 ⼈ 1 ⽇当   家庭系  排出量 500ｇ/⼈ ⽇ 対  令和元年度 排出量 
563ｇ/⼈ ⽇      ⽬標未達    

 
      ⽬標  

⽬標        率 27％ 対  令和元年度 実績 15.6％    ⽬標未達    
 
 最終処分⽬標  

⽬標   最終処分量 5,600t/年 対  令和元年度 実績 4,343t/年    ⽬標値 達成
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ごみ処理の評価 

評価指標 

本市      処理 状況     平成 19 年 6 ⽉ 環境省  公表    市町村    循環
型社会    向  ⼀般廃棄物処理     指針（環境⼤⾂官房廃棄物      対策部 廃棄
物対策課 平成 25 年 4 ⽉改定）  基   評価 ⾏     

評価 環境省  ⼀般廃棄物処理実態調査結果（平成 30 年度）   得   表 3-18  ⽰ 指
標    ⾏     

 
表 3-18 評価指標 

観点 指標 単位 計算⽅法 

廃棄物の発⽣ ⼈ ⽇当たり 
ごみ排出量 ⼈・⽇ ごみ排出量÷年間⽇数÷⼈⼝ 

廃棄物の再⽣利⽤ リサイクル率  リサイクル量÷ごみ排出量 

最終処分 最終処分率  最終処分量÷ごみ排出量 

費⽤対効果 

⼈当たり 
ごみ処理経費 円 ⼈・年 処理及び維持管理費÷⼈⼝ 

最終処分減量に
要する費⽤ 
（処理の効率性） 

円  
収集・運搬及び処理費÷最終処分量を 
除いたごみ排出量 

出典 ⼀般廃棄物処理実態調査結果（平成 30 年度） 
 

比較対象 

表 3-18  ⽰  各指標     他都市及 県内他市町 ⽐較 ⾏  本市 状況 評価    
⽐較対象  ①本市 都市類型 同 全国 市（類似⾃治体） ②愛媛県内 市町        本
市 都市類型 表 3-19  ⽰     都市Ⅳ1        

 
表 3-19 本市の都市類型 

⼈⼝ 都市形態 ⼈⼝区分 産業構造 

⼈ 都市 Ⅳ 
（⼈⼝ 万⼈以上） 

 
（⼆次、三次産業⼈⼝⽐ ％未満
かつ三次産業⼈⼝⽐ ％以上） 

出典 ⼀般廃棄物処理実態調査結果（平成 30 年度） 
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【類似⾃治体】 
類似⾃治体の平均を基準とした評価には、「市町村⼀般廃棄物処理システム評価⽀援ツール【平成

30 年度実績版  を⽤いました。類似⾃治体の抽出は、総務省が提⽰している類似団体市町村財政
指数表の類型（平成 17 年 6 ⽉ 22 ⽇付総務省⾃治財政局⻑通知総務第 106 号「団体間で⽐較
可能な財政情報の開⽰について」）に準拠しています。類似⾃治体は、以下のとおりです。 
 

北海道帯広市  栃⽊県栃⽊市  愛知県豊川市 

島根県出雲市 ⼭⼝県⼭⼝市 佐賀県佐賀市 宮崎県都城市  

 
【評価結果の⾒⽅  

評価結果の⾒⽅は、以下のとおりです。各指標について、類似⾃治体の平均値を 100 としたときの本
市の状況を指数で表現し、⽐較を⾏います。 

 
 1 ⼈ 1 ⽇当たりごみ排出量 

⽐率が⾼いほど、ごみ排出量は少なくなります。 
 リサイクル率 

指数が⾼いほど、資源回収率は⾼くなります。 
 最終処分率 

⽐率が⾼いほど、最終処分される割合は低くなります。 
 1 ⼈当たりごみ処理経費 

⽐率が⾼いほど、1 ⼈当たりの処理経費は少なくなります。 
 最終処分減量に要する費⽤ 

⽐率が⾼いほど、最終処分減量に要する費⽤は少なくなります。 
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分析結果 

類似自治体との比較 

平成 30 年度実績 基  評価結果 表 3-20 及 図 3-11  ⽰       各指標     類
似⾃治体 平均値 100     本市 状況 指数化      指数値 100   ⾼  平均   優
     ⾔     

1 ⼈ 1 ⽇当     排出量 類似⾃治体 平均  6g/⼈ ⽇程度低 値             
   率 7%  低 値       最終処分率 1%⾼ 値        ⼀⽅ 1 ⼈当    処
理経費及 最終処分減量 要  費⽤ 類似⾃治体 平均値   優       

 
表 3-20 分析結果（類似自治体との比較） 

 

  
図 3-11 ごみ処理の評価（類似自治体との比較）  

1⼈1⽇当たり
ごみ排出量

リサイクル率 最終処分率
1⼈当たり

ごみ処理経費
最終処分減量に
要する費⽤

g/⼈･⽇ % % 円/⼈･年 円/t

平均 995 17.5 8.5 10,932 31,169
最⼤ 1,170 26.7 14.5 12,423 38,025
最⼩ 761 9.5 3.6 9,205 27,030

989 10.1 9.5 10,485 28,279
100.6 57.7 88.2 104.1 109.3

注）指数値：平均値を100とした場合の対⽐値(数値が100を超えると平均よりも優秀といえる)

本市の値

指数値

類似
⾃治体

100.6 

57.7 

88.2 
104.1 

109.3 

0.0

50.0

100.0

150.0

1⼈1⽇当たり
  排出量

     率

最終処分率1⼈当    処理経費

最終処分減量 
要する費⽤

本市の値
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県内他市町との比較 

愛媛県内 他市町（19 市町）  ⽐較結果 表 3-21 及 図 3-12  ⽰     
1 ⼈ 1 ⽇当     排出量 県内他市町 平均値  100g/⼈ ⽇⾼       率 6%  低

           最終処分率 平均値  2%  低  1 ⼈当    処理経費 平均値   
3,000 円  低  県内他市町 ⽐  優       

 
表 3-21 分析結果（県内他市町との比較） 

 
 

 
図 3-12 ごみ処理の評価（県内他市町との比較） 

 

  

1⼈1⽇当たり
ごみ排出量

リサイクル率 最終処分率
1⼈当たり

ごみ処理経費
最終処分減量に
要する費⽤

g/⼈･⽇ % % 円/⼈･年 円/t

平均 889 16.5 11.3 13,765 45,264
最⼤ 1,104 23.6 21.0 31,459 82,987
最⼩ 572 6.9 4.7 8,234 20,177

本市の値 989 10.1 9.5 10,485 28,279
指数値 88.8 61.2 115.9 123.8 137.5

注）指数値：平均値を100とした場合の対⽐値(数値が100を超えると平均よりも優秀といえる)

88.8 

61.2 

115.9 
123.8 

137.5 

0.0

50.0

100.0

150.0

1⼈1⽇当たり
  排出量

     率

最終処分率1⼈当    処理経費

最終処分減量 
要する費⽤

本市の値
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ごみ処理の課題 
 

愛媛県内    ⽐較   1 ⼈ 1 ⽇当    排出量 平均   ⾼ 値       継続    
減量等 取組 必要    

燃      中 ⼀番多 含     紙類 多  資源     排出可能       分別率 
向上等      減量 可能 考         ⽣   80%以上 ⽔分           ⽔切
 等   減量 有効 取組   ⽣       ⾷品   削減         減量 取 組 必要
       

事業系        平成 24 年度以降横       微増       事業系   排出抑制対
策 必要       

 
本市      率 15.6％（令和元年度）    平成 30 年度 類似⾃治体平均 17.5% 同

年度愛媛県平均 16.5% 下回      前計画         率 ⽬標 27%         
⽬標 ⽐較   今後 達成 厳  状況         

      稼働前 軟質          化 伯⽅地域    固形燃料化         率 向
上 努        現在           発電 ⾏        有効活⽤  ⽅針        

   家庭系   組成調査結果     依然   燃      燃       中 分別    
   紙類   類 ⽸類       等 資源 混⼊  排出          分別排出 徹底 図
 必要       

以上        率      現在 処理    考慮  新  ⽬標 設定  必要       
 
   収集 運搬体制      現状 ⼗分 分析    効率的 効果的 体制    構築 求

      特  本市 地域特性 ⼀     島  部    収集 運搬体制 検討 必要    
   年々⾼齢化 進 中   集積所     出  困難 世帯 増加     想定      

   ⾼齢化社会 対応  施策 検討 必要         
 

          稼働    新  処理施設 整備   課題 解消      今後 適正処理    
施設 維持管理 努           ⼀層処理   削減 向  取 組 必要       

 
現在 本市 供⽤中 最終処分場 2 施設      残余容量 年間 最終処分量 対 ⾮常 

少   焼却残渣並  不燃残渣       ⺠間事業者 委託  処理 処分    状況    
⼀般廃棄物 処理      ⾏政区域内 完結      原則          排出抑制 再使

⽤ 再⽣利⽤ 適正 実施  最終処分  残渣 量 極⼒減  施策 講  上  新  最終処分
場 整備    総合的 検討    必要       

課題１ ごみの排出抑制について 

課題２ リサイクルについて 

課題３ 収集・運搬体制について 

課題４ 中間処理について 

課題５ 最終処分について 
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ごみ排出量の予測 

ごみ排出量の予測方法 

人口の予測方法 

将来⼈⼝  今治市⼈⼝    （令和２年３⽉改訂）  ⽰   ⼈⼝ 基 決定    同  
      将来⼈⼝  国⽴社会保障 ⼈⼝問題研究所  公表  ⼈⼝予測値     合計特殊
出⽣率 2.0 以上 上昇      今治市  転⼊ 最⼤ 1.2 倍      転出率 0.98 倍 抑
制       条件   算出       

⼈⼝     将来⼈⼝ 総務省    実施    国勢調査  基  ５年 ⼀度 間隔 予測
結果 更新          ⼀般的   処理基本計画    将来⼈⼝  住⺠基本台帳   
 ⼈⼝             排出量 予測      住⺠基本台帳   ⼈⼝ 近    補正 
         現実 近 ⼈⼝動態 反映        現実 動向 詳細 反映     可能 
  補正     場合  将来   排出量 過⼩評価     可能性      本計画    
将来⼈⼝ 補正値 採⽤          

 
表 4-1 将来人口予測値 

                                                        単位 ⼈ 

 令和元年度実績値 【計画⽬標年次】 
令和 年度 

⼈⼝ビジョン （実績値） 
 

 
採⽤値  

 

  

図 4-1 将来人口の推移 
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ごみ排出量の予測方法 

将来  排出量 図 4-2  ⽰ ⽅法 予測      予測⽅法    算出     排出量  
現状      反映（現状推移   ）  数値            計算結果 施策   減量効
果等 反映      施策実施後   減量 ⾒込    排出量 算出   （施策実施   ） 
  施策実施     排出量 基 将来      率等 ⽬標設定 ⾏     

 

 
図 4-2 将来ごみ排出量の予測方法  

将来のごみ処理
体系の設定

⼈⼝の実績

⼈⼝の予測
処理区域内

計画処理⼈⼝

本市におけるごみ排出量

ごみ排出量の実績

排出原単位の
実績

排出原単位の
予測

ごみ排出量の予測
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ごみ排出量の予測結果 

現状推移による予測結果 

家庭系  及 事業系   予測結果 表 4-2  ⽰    将来   排出量  令和元年度実績
 57,854t/年  令和 17 年度 49,184t/年    予測      

 
表 4-2 ごみ排出量の予測結果（現状推移） 

 実績 予測 
【計画⽬標年次】 

⼈⼝（⼈）   
家庭系ごみ（ 年）   
事業系ごみ（ 年）   
集団回収（ 年）   
合計（ 年）   

※四捨五⼊ 関係 合計 合   場合       
 

 
図 4-3 ごみ排出量の予測結果（現状推移） 
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ごみ減量等施策の実施を反映した予測結果 

家庭系  及 事業系   予測結果 表 4-3  ⽰      減量等施策 実施 反映  将来
   排出量  令和元年度実績 57,854t/年  令和 17 年度 45,733t/年    予測   
  現状推移    ⽐較  計画⽬標年次   家庭系   5.1% 事業系   10.0%削減  
          

 
表 4-3 ごみ排出量の予測結果（施策実施） 

 実績 予測 
【計画⽬標年次】 

⼈⼝（⼈）   
家庭系ごみ（ 年）   
事業系ごみ（ 年）   
集団回収（ 年）   
合計（ 年）   

※四捨五⼊ 関係 合計 合   場合       
 

 
図 4-4 ごみ排出量の予測結果（施策実施） 
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ごみ処理基本計画 

ごみ処理の基本方針 
本市         中⼼   今治       持続可能 社会 形成 ⽬指          

   循環型社会     低炭素社会及 ⾃然共⽣社会 形成     推進       求    
     

   減     適正 処理 ⾏     美  今治 環境 保持     必要   市⺠ 事業
者 ⾏政 協働  今治 環境 現在  未来               処理 基本⽅針 以下   
 定          

 

基本⽅針 取組内容 

 三位⼀体の取組により持続可能
型社会の実現 

 今治モデルとして策定される本計画のもと、
がそれぞれの⽴場で⼀体となり、市全体で取組を⾏うことによ
り、循環型社会の形成に加えて、低炭素社会、⾃然共⽣社会の実
現を⽬指します。 

 リデュース、リユース、リサイ
クル（ ）への積極的な取組 

 ごみの減量化を進めるために最も重要なことは、ごみの排出抑制
に取り組むことであり、本市ではごみ減量施策を積極的に推進し
ていきます。 

 家庭で不⽤になったもののうち、リユース・リサイクルが可能な
ものについては、積極的にリユース・リサイクルを⾏い、ごみと
して処理しなければならないものを減らします。また、再⽣資源
の活⽤や再⽣品の利⽤促進により、効率的な資源循環を推進して
いきます。 

 ごみの適正処理 
 ごみの排出抑制、再使⽤、再⽣利⽤の推進により、処理しなけれ

ばならないごみの量を削減した後、やむを得ず処理することとな
ったごみについて、適正な処理・処分を⾏っていきます。 

 事後評価の実施と継続的な改善 
 持続可能な社会実現のために⽬標値の達成状況を随時確認しなが

ら、施策の評価と改善を⾏い、継続的に計画の⾒直しを⾏ってい
きます。 
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ごみ処理の主体 
⼀般廃棄物 処理主体     当⾯ 現在 運営 管理体制 ⾏     将来的   ⾃区内処

理 原則     考慮 適正 処理体制 構築        
 

表 5-1 ごみ処理の主体 

区 分 現 在 将来計画 

収集・運搬 今治市（直営・委託） 今治市（直営･委託） 

 

可燃ごみ処理施設 今治市 今治市 

リサイクルセンター 今治市 今治市 

伯⽅中継センター 
（ストックヤード） 

今治市 今治市 

最終処分 ⼤部分を委託処分 現状どおり 

※関前区域      広島県呉市  委託 継続         
 

分別収集区分 
      稼働 伴 軟質       資源      可燃     分別             分

別収集区分 ⼤  変更       将来 分別収集体制 変更後 分別収集区分 市⺠ ⼗分周
知 浸透   必要       現⾏ 体制 継続  ⾏         

   今後 ⾼齢化 伴   排出問題   他社会情勢 対応   分別収集区分    継続 
 検討 進     適切 収集体制 推進     
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将来のごみ処理フロー 
将来   処理    図 5-1  ⽰     
本計画 計画期間内          処理 継続          処理    当⾯ 現⾏   

         分別項⽬ 変更      場合 適正処理 観点  随時  処理    ⾒直   
        新           検討     焼却灰     原料化等   資源化 ⾏    
   率 向上 努     

 

 

※関前区域      広島県呉市  委託 継続    本処理     含     

図 5-1 将来のごみ処理フロー 

 

 

  



 

36 

ごみ減量化等に係る目標値の検討 
  減量化等 係 ⽬標値      本市 現状 国 県⽬標値 ⽐較  本市    実現可能

 ⽬標値      考慮  検討     
 

国におけるごみ減量化等に係る目標値 

⼀般廃棄物（  ）処理基本計画     排出抑制      率等    ⽬標値 設定  必
要    関連  国 県 計画      減量化等⽬標値    整理   次 (1) (3)     
      

本市 環境省 交付⾦制度 基   循環型社会構築 向     事業 施設整備事業 実施 
      廃棄物処理法 基本⽅針 掲      減量化等 ⽬標値（2） 基本   上  県 
⽬標値（3） 参考      本市 実情 ⾒合  ⽬標値 検討     必要       

 
国の循環型社会形成推進基本計画(平成 25 年 5 月)に掲げられた一般廃棄物の

目標値 

表 5-2 循環型社会形成推進基本計画における一般廃棄物の目標値 

 排出抑制 リサイクル率 最終処分 
国 の
⽅針 

・総ごみ排出量を ％削減する 
・家庭系ごみ ⼈ ⽇当たり排出量 ⼈・⽇以下 

％以上 ％削減 

 
国の廃棄物処理法の基本方針(平成 28 年)に掲げられた一般廃棄物の目標値 
 

表 5-3 廃棄物処理法の基本方針における一般廃棄物の目標値 

指標 平成 32 年度⽬標 
総ごみ排出量 平成 24 年度⽐ 約 12％削減 
1 ⼈ 1 ⽇当たりの家庭系ごみ排出量※ 500ｇ/⼈・⽇ 
再⽣利⽤量の割合 約 27％以上 
最終処分量 平成 24 年度⽐ 約 14％削減 

※ 1 ⼈ 1 ⽇当   家庭系  排出量   収集 直接搬⼊   家庭系 資源   集団回収量 除 算出  値  
 

愛媛県「第四次えひめ循環型社会推進計画」（平成 29 年 3 月）に掲げられた

一般廃棄物の目標値 
 

表 5-4 第四次えひめ循環型社会推進計画における一般廃棄物の目標値 

指標 平成 32 年度⽬標 
総ごみ排出量 平成 27 年度⽐ 約 11％削減 
 1 ⼈ 1 ⽇当たりの排出量 平成 27 年度⽐ 約 5％削減 
資源化率 約 27％以上 
最終処分量 平成 27 年度⽐ 約 12％削減 
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ごみ減量化等目標値の設定 
計画⽬標年次      減量化等 ⽬標値 以下    定     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■家庭系  1 ⼈ 1 ⽇当    排出量 

 資源化物 除 家庭系   1 ⼈ 1 ⽇当    排出量 令和元年度実績 563g/⼈ ⽇  
      施策     減量 効果 ⾒込   場合 令和 17 年度     563g/⼈ ⽇
 ⼀定   推移   予測       

 将来⽬標 国 基本⽅針 則 500g/⼈ ⽇        県内 同規模⾃治体     
500g/⼈ ⽇以下      ⾃治体    良 取組 参考     達成 ⽬指     

■総  排出量 
 家庭系  1 ⼈ 1 ⽇当    排出量 減量及 事業系   削減    現状  21% 削

減 ⽬指     
表 5-5 ごみ排出量に係る目標値（予測値） 

項⽬ 令和元年度実績値 【計画⽬標年次】 
令和 年度 

家庭系ごみ排出量 ｔ ｔ 
事業系ごみ排出量 ｔ ｔ 

集団回収量 ｔ ｔ 
総ごみ排出量 ｔ ｔ 

               ※四捨五⼊ 関係 合計 合   場合       

■     率 

 事業者 ⾃主的 取組   店頭回収 活発化   本市 収集  資源物 減少  現状 
  推移   令和 17 年度       率 12.5%  減少  ⾒込     

 店頭回収 今後 積極的 取 組       前提  今後 紙類       製容器包装  
   可燃  中 含          可能         分別        令和 17 年度 
     率 16% ⽬指     

■最終処分量 

   減量等 各種施策 実施  最終処分量 令和 17 年度    21% 削減（令和元年
度⽐） ⽬指     

家庭系ごみ 1 人 1 日
当たりごみ排出量 

総ごみ排出量 

リサイクル率 

最終処分量 

⼈ ⽇当たり 
⼈・⽇ 

年 

％ 

年 

⼈ ⽇当たり 
⼈・⽇ 

％削減 
（約 ｔ 年） 

％以上 

％削減 
（約 年） 

R1 実績値 R17 目標値 
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排出抑制・リサイクル計画 

目標達成に向けた基本方針 

   排出 抑制  適正 循環的利⽤ 促進       市⺠ 事業者 ⾏政 適切 役割分担
 下      積極的 取組 図    重要      以下 施策 体系 ⽰    市⺠及 事業
者 積極的   減量化等 関  各種施策 取 組    持続可能 社会 実現 ⽬指     

 

 
  

〇ごみ処理全般

〇その他リサイクル関連

事業者の取組

〇燃やせるごみ 〇燃やせるごみ 〇燃やせるごみ

〇燃やせないごみ 〇燃やせないごみ 〇燃やせないごみ

・分別排出の徹底

〇プラスチックごみ 〇プラスチックごみ 〇プラスチックごみ

〇粗⼤ごみ 〇粗⼤ごみ 〇粗⼤ごみ

・リサイクルフェアの開催

施策 取組

ご
み
減
量
化
等
に
関
す
る
意
識
醸
成

持
続
可
能
な
社
会
の
形
成

・ごみカレンダー等の配布
・事業者に対する排出抑制に

関する指導
・ごみ処理⼿数料の⾒直し
・出前講座の実施
・環境教育の敢⾏
・⽬で⾒てわかりやすい啓発

資料の作成
・⾼齢化対策
・エネルギーの回収

・3R推進マイスターの活⽤
・集団回収の励⾏
・店頭回収の活⽤促進

・古紙類等のリサイクルの
あり⽅の検討

・⽣ごみ処理機購⼊補助
・⾷品ロスに関する啓発活動

・⽣ごみ処理機の活⽤、⽣ご
みの⽔切り

・⾷品ロス削減
・⽊・草等のリサイクル

・分別排出の徹底
・⼩型家電回収ボックスの設置
・リチウムイオン電池対策
・有害ごみ、危険ごみの

分別啓発

・分別排出の徹底
・排出⽅法、収集⽅法の検討
・マイクロプラスチック問題
・拠点回収の拡充
・プラスチックに関する情報

収集

する。
・修理等によるリユース

・⽣ごみ処理機の活⽤、⽔切
りの実施

・⾷品ロスの削減

・分別の徹底

する。
・修理等によるリユース

・マイバッグの持参
・過剰包装商品を避ける
・繰り返し使⽤可能な容器の

選択
・店頭回収の利⽤

・過剰包装を避ける
・国のプラスチック資源循環

戦略に則りプラスチック製
品の減少に取り組む

・耐久性の優れた製品の製造・
販売

図 5-2 施策の体系  
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    持続可能な開発⽬標（SDGs） 
平成 27（2015）年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（2030 アジ

ェンダ）」は、平成 27（2015）年までを対象期間とする「ミレニアム開発⽬標（MDGs）」に代わる新たな持
続可能な開発のための国際的な指針となるもので、平成 28（2016）年から 2030 年までの、⼈間、地球
及び繁栄のための国際社会共通の⾏動計画である。持続可能な開発の 3 本柱とされる経済、社会、環境に
おける課題を統合的に解決する考え⽅が強調されており、SDGs はその達成に向けた 17 のゴールが設定され
ている。 

 
表 持続可能な開発目標（SDGs）の 17 のゴール 

SDGs の⽬標 
ゴール 1 貧困 あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

ゴール 2 飢餓 飢餓を終わらせ、⾷料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促
進する 

ゴール 3 健康な⽣活 あらゆる年齢の全ての⼈々の健康的な⽣活を確保し、福祉を促進する 

ゴール 4 教育 全ての⼈々への包摂的かつ公平な質の⾼い教育を提供し、⽣涯学習の機会を
促進する 

ゴール 5 ジェンダー平等 ジェンダー平等を達成し、全ての⼥性及び⼥⼦のエンパワーメントを⾏う 
ゴール 6 ⽔ 全ての⼈々の⽔と衛⽣の利⽤可能性と持続可能な管理を確保する 

ゴール 7 エネルギー 全ての⼈々の、安価かつ信頼できる持続可能な現代的エネルギーへのアクセ
スを確保する 

ゴール 8 雇⽤ ィーセント・ワーク（適切な雇⽤)を促進する 
ゴール 9 インフラ レジリエントなインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノ

ベーションの拡⼤を図る 
ゴール 10 不平等の是正 各国内及び各国間の不平等を是正する 
ゴール 11 安全な都市 包摂的で安全かつレジリエントで持続可能な都市及び⼈間居住を実現する 
ゴール 12 持続可能な⽣産・消費 持続可能な⽣産消費形態を確保する 
ゴール 13 気候変動 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる 
ゴール 14 海洋 持続可能な開発のために海洋資源を保全し、積極的に利⽤する 

ゴール 15 ⽣態系・森林 
陸域⽣態系の保護・回復・持続可能な利⽤の推進、森林の持続可能な管理、
砂漠化への対処、並びに⼟地の劣化の阻⽌・防⽌及び⽣物多様性の損失の阻
⽌を促進する 

ゴール 16 法の⽀配等 
持続可能な開発のための平和で包摂的な社会の促進、全ての⼈々への司法へ
のアクセス提供及びあらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的
な制度の構築を図る 

ゴール 17 パートナーシップ 持続可能な開発のための実施⼿段を強化し、グローバル・パートナーシップ
を活性化する 
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行政の役割 

排出抑制 

 燃やせるごみ 

① 各家庭に対し、「ごみカレンダー」、「リサイクル通信」、「ごみ分別ア
プリ 」等を積極的に活⽤し、⽣ごみの排出抑制やごみの分
別排出について啓発していきます。 

② 古紙類のリサイクルについて、分別排出を周知徹底します。 
③ 事業者に対し、「事業所ごみ分別・処理ガイドブック」を定期的に配

布し、⽣ごみの排出抑制、紙類の分別排出について啓発していきます。 
④ ごみを多量に排出する事業者に対し、ごみ減量計画の策定を求めるな

ど排出抑制に向けた指導を実施します。 
⑤ 

イクルルートの周知を⾏い、積極的な活⽤を推進します。 
⑥ 引き続き、家庭系⽣ごみ処理機の購⼊費補助を実施します。 
⑦ 家庭、事業所を問わず、また燃やせるごみに限らず、積極的に、ごみ

に関する出前講座等を実施し、ごみの排出抑制、資源化の⼤切さにつ
いての普及活動を⾏います。 

⑧ ⼩学 年⽣を対象としたバリクリーンの⾒学学習において、ごみの
排出抑制、資源化の⼤切さについて普及し、環境教育を⾏います。 

⑨ ごみ処理⼿数料は必要に応じて⾒直しを⾏います。⼿数料の⾒直しに
際しては、近隣⾃治体の⼿数料の状況を考慮するものとします。 

⑩ ⾷育活動、イベント時での啓発、フードドライブに関する調査・研究
など、関係課所との協⼒を図りながら、⾷品ロスを削減するための取
り組みを推進していきます。 

⑪ おいしい⾷べきり運動推進店の登録や街頭啓発を⾏うことで⾷品ロ
ス削減について積極的に啓発していきます。 

 

 

 燃やせないごみ 

① びん類、⽸類等の資源ごみが混⼊している燃やせないごみ袋は、それ
らを資源ごみとして出し直してもらうよう警告シールを貼付してご

 
② 

 
③ 不燃ごみとして排出された⼩型家電は、リサイクルセンターにおいて

⼿選別で抜き出し、資源化するものとします。 
④ 各家庭に対し、「ごみカレンダー」、「リサイクル通信」、「ごみ分別ア

プリ 」等を積極的に活⽤し、ごみの分別排出について啓発
していきます。また、事業者に対しても、資源ごみの分別を周知して
いきます。 

⑤ 発⽕原因となるリチウムイオン電池が内蔵された製品について、⼩型
家電ボックスを利⽤した適正で安全な排出を啓発していきます。 

⑥ 事故防⽌のため、有害ごみ・危険ごみの分別排出について、⼀層の啓
発を⾏います。 
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 プラスチックごみ 

① 容器包装リサイクル法対象品⽬であるプラスチック製容器包装の分
別収集並びにリサイクルを図ります。  

② プラスチック製容器包装について、より⼀層収集増を図るため、引き
・

運搬⽅法について必要に応じて⾒直しを⾏います。 
③ 海洋プラスチック問題にも繋がることから、マイクロプラスチック問

題に積極的に取り組みます。 
④ ⼩中学校などプラスチック製容器包装の拠点回収の拡充に努めます。 
⑤ プラスチック資源の分別について国の動向に注視し、積極的に情報収

集しながら調査・研究していきます。 

 

 

 粗⼤ごみ 
① 

のの再使⽤について啓発するとともに、再使⽤のための場を提供して
いきます。  

 

リサイクル計画 

 
ごみ分別排出の 
徹底 

① 廃棄されたごみの中には、リサイクル対象品⽬がまだ含まれているた
め
ととします。 

② 「ごみの正しい分け⽅・出し⽅」の指導・啓発を徹底するため、地元
⾃治会の協⼒のもと、ごみ分別に関する出前講座を開催します。 

③ 必要に応じて、ごみの中に含まれる資源ごみを把握して分別状況を検
証し、分別排出の徹底状況を評価・改善することとします。 

 

 
資源化促進事業の
推進 

① 国の認定する「３Ｒ推進マイスター」を活⽤して、ごみのリユース、

みのリサイクルに対する意識の⾼揚を図ります。 
② ⾃治会、⼩中学校、⼦ども会、ＰＴＡ等の集団回収、⾮営利団体によ

るごみ減量活動の⽀援に努めることとします。  
③ 

ついて、今治エコステーションの利⽤を周知するとともに、拡⼤に努
めます。 

④ 「資源ごみの正しい分け⽅・出し⽅」の指導・啓発を徹底するため、
地元⾃治会の協⼒のもと、ごみ分別に関する出前講座を開催します。 

 

 
分別収集品⽬の 
拡⼤ 

① 紙製容器包装については、引き続き「雑がみ」として古紙回収を継続
。  
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サーマルリサイク
ルの実施 

① バリクリーンにおいて、ごみの焼却により発⽣する熱エネルギーを回
収し、発電を⾏います。 

② プラスチック類のうち、プラスチック製容器包装に該当しないものに
ついては、廃プラスチック類としてエネルギー回収を⾏います。 

 

 

 
リサイクル処理の
推進 

① 既存の不燃・粗⼤ごみ等の破砕・選別施設の機能の維持に努めます。 
② 不燃・粗⼤ごみ等からの⾦属類回収・リサイクルを推進していきます。  

 
焼却残渣のリサイ
クル推進 

① セメント原料化等の焼却残渣有効利⽤をより⼀層推進していきます。 
 

 
店頭資源回収の 
活⽤促進 

① ⾃主的に資源回収を実施している市内店舗の協⼒のもと、店舗におけ

状況の実態把握に努めます。 
② 資源回収を実施している店舗及び回収品⽬を市のホームページ等で

 

 

 

その他 

 その他 

①  
② チャットボット等、 を⽤いた周知について積極的に取り組みます。 
③ ごみの排出が困難な⽅への対応について調査・研究します。 
④ 在宅医療廃棄物への対応について積極的に取り組みます。 
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市民の役割 

排出抑制 

 燃やせるごみ 

① ⽣ごみの排出にあたっては、⽔切り・乾燥を実施し、⽣ごみ処理機等
を利⽤することで、ごみとして排出する量を減らしていきます。 

② ⾷品ロスをなくすため、⾷品を購⼊する際は、⼀度に多量の⾷品を購
⼊するのではなく、必要なときに必要な量の⾷品を購⼊し、購⼊した
⾷品の使い切りを⼼掛けます。また、 運動等を励⾏し、⾷品ロ
スの削減に努めます。 

③ 紙類を排出する際は、今⼀度資源になるかどうかを確認し、市の分別
ルールを守って排出します。 

 

 燃やせないごみ 

① 資源ごみとして排出するびん類、⽸類等の資源ごみを燃やせないごみ
の指定袋へ⼊れないようにします。 

② 電気
使⽤品を選ぶようにします。また、故障した場合等は、修理して使⽤
するようにします。不⽤となった場合は、知⼈への譲渡等、再使⽤に
努めます。 

 

 プラスチックごみ 

① 買い物にマイバッグを持参し、余分なレジ袋を受け取らないようにし
ます。 

② 過剰な包装がされた商品の購⼊はできる限り避けます。 
③ シャンプー等は詰め替えができる商品を利⽤し、容器を繰り返し使⽤

します。 

 

 粗⼤ごみ 

① 

間使⽤できるものを選ぶようにします。また、故障した場合等は、修
理して使⽤するようにします。  

② まだ使⽤できるのに不⽤となったときは、知⼈への譲渡等、不⽤品の
再使⽤に努めます。 

 

 

リサイクル計画 

1 
分別収集品⽬の 
拡⼤ 

① 発泡トレイ等､⼩売店舗の店頭で⾃主回収しているものについては､
これを利⽤します。 
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事業者の役割 

排出抑制 

 燃やせるごみ 

① ⾷品リサイクル法対象事業者（年間⾷品廃棄物排出量 ｔ以上の
事業者）は、法を適正に遵守し、⾷品廃棄物の排出抑制に努めます。 

② ⾷品リサイクル法の対象外事業者は、調理販売し商品を提供する場
合、販売数量を的確に把握し、⾷材、商品の無駄をできる限り抑え、
⾷品廃棄物の排出抑制に取り組みます。 

③ 事業者においても、⽣ごみの排出にあたっては、家庭と同様に⽔切
り・乾燥を実施し、排出量の削減に努めます。 

④ 事業者も家庭と同様に分別排出することを⼼掛け、分別した資源ご

取り組みます。 

 

 燃やせないごみ 

① 事業活動以外で従業員による消費から⽣じたびん類、⽸類等の資源ご
みについて、分別排出に積極的に協⼒します。 

② 市の処理施設で受け⼊れできないごみは産業廃棄物として適正に処
理します。 

 

 プラスチックごみ 

① 商品等を販売する際に、過剰な包装を避けるようにします。  
② 国のプラスチック資源循環戦略に則り、プラスチックごみ削減に努め

ます。  
③ 繰り返し使⽤  

 

 

 粗⼤ごみ ① 家具や電気製品の製造、販売にあたっては、耐久性の優れた商品とす
るよう⼼掛け、また商品の修繕体制の整備を⾏うようにします。  

 

リサイクル計画 

 
リサイクル処理の
推進 

① 粗⼤ごみ等のうち、まだ使⽤可能なものについては修理・販売する
等、再使⽤に努めます。  

2 
店頭資源回収の 
活⽤促進 

① 店頭での資源回収においても、市が実施するものと同様に適正な分
別が実施されるよう取り組んでいきます。 

② 製造事業者は、拡⼤⽣産者責任の考え⽅を踏まえ、処理されるまで
のライフサイクルについて、ごみの発⽣を少なくする製品の開発に
取り組みます。 
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収集・運搬計画 

収集・運搬の基本方針 

本市 収集 運搬 関  基本⽅針 以下        
① 収集 運搬体制      分別収集 効率的 実施   体制 整備 努          
② 収集 運搬 実施 当     処理施設周辺住⺠ 安全確保 収集 運搬⾞両   環境影響 

⼗分配慮          
③ 収集⽅法      現在 実施⽅法 基本      効率的 収集 運搬⽅法 整備及 ⾼齢

化社会 配慮  ⼿法 検討  適宜⾒直            
④ 事業系         排出事業者責任   本市 分別計画 即  排出    指導    

   収集 運搬 実施  業者 許可事務 当    廃棄物処理法 定    要件 即  適
切 事務 執⾏   共    量 動向 勘案    事業者 対  適切 指導 実施    
        
 

分別区分と収集・運搬体制 

今後    分別区分及 収集 運搬体制      表 5-6 及 表 5-7  ⽰       当⾯ 
間 現⾏    分別区分        効率的 体制    継続  検討        

 
表 5-6 今後のごみ分別区分と収集方法 

分別区分 収集⽅法 

燃やせるごみ 台所ごみ、草⽊、⽊製品類、⾰製品類 
資源化できない紙・布類・廃プラスチック等 

週２回 
ステーション⽅式 

燃やせないごみ 資源化できないびん・⽸類、⾦属類、⼩型家電製品、
陶磁器類、ガラス製品 

⽉２回 
ステーション⽅式 

粗⼤ごみ 指定袋（⼤）に⼊らない⼤きさのもの、袋が破れるよ
うな重いもの 

電話申込、年６回 
 

資源ごみ 

飲⾷⽤の⽸類 ⽉２回 
ステーション⽅式 飲⾷⽤のびん類（⾊別排出：無⾊、茶⾊、その他） 

紙類（種類別：新聞紙、雑誌・雑がみ、段ボール、紙
パック（内側が⽩⾊）） 
布類 
飲料⽤、酒類⽤、醤油⽤のペットボトル 
⽩⾊トレイ 

プラスチック製容器包装 週 回 
ステーション⽅式 

有害ごみ 電池、蛍光管、⽔銀計 ⽉２回 
ステーション⽅式 

危険ごみ スプレー⽸、カセットボンベ、ライター ⽉２回 
ステーション⽅式 
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表 5-7 収集・運搬体制 

区分 実施主体 

燃やせるごみ 
（家庭系）委託業者、直接搬⼊ 
（事業系）許可業者、直接搬⼊ 

燃やせないごみ （家庭系）委託業者、直接搬⼊ 

粗⼤ごみ 
（家庭系）委託業者、直接搬⼊ 

（事業系）許可業者、直接搬⼊ 

資源ごみ 
（家庭系）直営、委託業者 

（事業系）許可業者、直接搬⼊ 

有害ごみ 直営、委託業者 

危険ごみ 直営、委託業者 

各種リサイクル法で定
められた製品 

家電リサイクル法対象物：家電量販店等 
家庭⽤使⽤済みパソコン：製造事業者回収ルート 

⼩型家電リサイクル法対象物：市内公共施設、家電量販店等 
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中間処理計画 

中間処理の基本方針 

本市 中間処理 関  基本⽅針 以下        
①    排出抑制及 資源化等    処理            量 削減  後    得 処

理               適正 処理 ⾏         
② 処理施設 運営管理 当     公害防⽌ 周辺環境 保全 努       処理物     

       回収        有効活⽤ 努       安全  安定的 処理 ⾏  効率
的 経済性 優  運営管理 取 組      最終処分量 削減       率 向上 図  
       

中間処理計画 

可燃ごみ処理施設 

① 可燃  処理施設 計画処理量 図 5-3  ⽰       排出抑制       推進 加  
⼈⼝ 減少 伴  処理対象  量 減少     予想      

②           適正処理 努    効率的      回収 ⾏     
③ 施設 運転      周辺環境  ⼗分 配慮  適正 運転管理 ⾏     
 

表 5-8 中間処理計画（可燃ごみ処理施設） 

                                                                      単位 t/年 

項⽬ 令和元年度実績 【計画⽬標年次】 
令和 年度 

可燃ごみ※   
可燃性残渣   
焼却対象量   

※収集 直接搬⼊   可燃      資源化     除      

 

※収集 直接搬⼊   可燃      資源化     除      
図 5-3 可燃ごみ処理施設における計画処理量の推移（予測）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

焼
却

処
理

量
（

t/
年

）

可燃ごみ 可燃性残渣



 

48 

リサイクルセンター 

①              計画処理量 図 5-4  ⽰       焼却対象  量 同様 排出抑
制       推進及 ⼈⼝ 減少 伴  減少     予想      

② 今後 処理量減 応  効率的 処理    検討  可能 限      量 増        
  取 組     
 

表 5-9 中間処理計画（リサイクルセンター） 

単位 t/年 

項⽬ 令和元年度実績 【計画⽬標年次】 
令和 年度 備考 

燃やせないごみ   破砕選別 
粗⼤ごみ   破砕選別 
⽩⾊トレイ   選別 
プラスチック製容器包装   選別 
びん類   選別 
合計    

 

 
図 5-4 リサイクルセンターにおける計画処理量の推移（予測） 
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伯方中継センター 

① 伯⽅中継        計画処理量 図 5-5  ⽰        
② 今後 処理量 応  効率的   適正 処理 ⾏     
 

表 5-10 中間処理計画（伯方中継センター） 

項⽬ 令和元年度実績 【計画⽬標年次】 
令和 年度 備考 

段ボール   圧縮梱包 
ペットボトル   圧縮梱包 
合計    

 

 
図 5-5 伯方中継センターにおける計画処理量の推移（予測） 
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最終処分計画 

最終処分の基本方針 

本市 最終処分 関  基本⽅針 以下          計画最終処分量 図 5-6  ⽰     
 

①       推進 中間処理   減量化 徹底  埋⽴処分    量 削減       焼却残
渣        ⼀層       推進        中間処理後          残渣   
   当⾯ 市内 既存 最終処分場及 ⺠間事業者     適正 処分          

② 最終処分場 運営管理 当     公害防⽌ 周辺環境 保全 図       処理 委託  
処分場    適正処分 確保        監視 ⾏         

③ 今治⼀般廃棄物最終処分場      基準省令等 基   適正 管理及 必要 措置 講 
           災害廃棄物対応 跡地利⽤等 活⽤⽅法等    検討            

④ 今後想定   最終処分量 踏   適正 規模 最終処分場 確保    総合的 検討 ⾏
     
 

表 5-11 最終処分計画 

単位 t/年 

項⽬ 令和元年度実績 【計画⽬標年次】 
令和 年度 

直接最終処分量   
不燃残渣   
焼却灰   
最終処分量合計   

※四捨五⼊ 関係 合計 合   場合       
 

 

図 5-6 最終処分量の推移（予測）  
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その他の計画 

環境美化活動の推進 

清潔 快適          市⺠及 事業者 協⼒ 得    市⺠⼤清掃         環境
美化活動 実施       今後 市⺠及 事業者 協働  美化活動 推進          

 
表 5-12 市民や事業者と行政が協働した環境美化活動 

活動 概要 役割分担 

ィア清掃活動団体
の認定制度の活⽤ 

本市
いて市内の道路、公園、河川、
海岸等の公共施設を定期的に
ボランティア清掃する。 

 
 ○ボランティア団体の登録 
 ○清掃・美化活動 
 ○活動の計画・報告 
◆市の役割 
 ○清掃⽤具等の貸出 

○活動に対する補助 
○ごみの回収、処理 

ボランティア・サ
ポート・プログラ
ム制度の活⽤ 

国が主催する「ボランティア・
サポート・プログラム」制度は、
国が管理する国道 号の道
路脇を清掃・美化活動をする団
体の登録制度。 

 
 ○ボランティア団体の登録 
 ○清掃・美化活動 
◆国の役割 
 ○清掃美化活動の⽀援 
  ・サインボード（看板）の掲出 
  ・清掃⽤具の提供・貸出 
  ・安全指導 
◆市の役割 
 ○団体受付等の窓⼝ 
 ○ごみの回収、処理 

愛ロード、愛リバ
ー、愛ビーチ制度
の活⽤ 
 

愛媛県が主催する「愛ロード」、
「愛リバー」、「愛ビーチ」制度
は、愛媛県が管理する道路、河
川、海岸を定期的にボランティ
ア清掃する団体の登録制度。 

 
○ボランティア団体の登録 
○清掃・美化活動 
○活動の報告 

◆愛媛県の役割 
○清掃美化活動の⽀援 

・サインボード（看板）の掲出 
・清掃⽤具の提供 
・安全指導（傷害保険への加⼊） 

◆市の役割  
○団体受付等の窓⼝ 
○ごみの回収、処理 
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不適正処理の防止 

野焼 等      焼却   不適正処理 防⽌      良好 ⽣活環境 維持 環境  負
荷 低減     重要 課題   啓発活動 実施    市⺠ 事業者  周知徹底 図  不適正
処理 防⽌ 努     

 

不法投棄の防止 

   不法投棄 防⽌     啓発 努      巡回      実施   監視 通報 処理体
制及 関係機関  協⼒体制 強化 図         

 
排出者への啓発 

① 市⺠ 事業者等   排出者 対   広報 不法投棄禁⽌ ⽴ 看板 設置等 通  
不法投棄防⽌ 啓発 図         

 
監視・通報体制の強化 

① 不法投棄 多     中⼼  巡回      引 続 実施          
② ⾃治会 協⼒事業者 協⼒    不法投棄 監視 通報体制 強化          
③ 不法投棄 発⾒  場合 原因者 究明 原状回復 指導       今治警察署 保健

所等関係機関  協⼒体制 強化 対処          
④ 特 不法投棄 多 場所   監視   及 看板等 設置   不法投棄 未然防⽌ 

図     
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災害時の廃棄物処理に関する事項 

本市    今治市災害廃棄物処理計画  平成 31 年 3 ⽉ 策定     災害廃棄物処理 係 
基本的 ⽅針及 平時  備      内容    計画       

災害廃棄物 ⼀般廃棄物       本市 主体的 処理 実⾏               被災
 状況    本市単独  処理 困難 判断   場合  愛媛県 調整    県内市町 連携  
処理 実施        

 
災害廃棄物の処理方針 

南海   巨⼤地震 想定  本市    災害廃棄物発⽣量 最⼤ 202 万 t  推計       
  ⼤量 災害廃棄物 対   以下 処理⽅針   処理 進        

 
 処理期間  東⽇本⼤震災 事例 基 3 年間 ⽬標     
 処理費⽤  廃棄物処理法 基  災害等廃棄物処理事業費補助⾦等 活⽤    
 処理⽅法       推進   焼却処理量及 最終処分量 抑制    

 
発災時の応急対応 

災害廃棄物等 対策      災害対策本部    環境衛⽣班 中⼼的 役割 担       
  環境衛⽣班 発災時 ⾏   業務 以下          発災時  応急対応業務以外  通
常継続業務    ⼈的 物的資源 不⾜  懸念      組織体制構築      他地⽅公共
団体 ⽀援要請 ⾏ 等 検討 必要    

 
■発災時 応急対応（災害発⽣ 1 週間以内）業務 

 仮設    設置 管理 関     
 簡易    配布 関     
  尿 収集 処理 関     
 災害廃棄物 収集 処理 関     
 ⽣活   収集 処理 関     
 災害等廃棄物処理事業費国庫補助申請 関     
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気候変動適応策 

近年 気温 上昇  短期間集中豪⾬ 熱中症    増加等 気候変動   影響 全国各地 
現           気候変動 影響 対処  被害 回避 軽減  取組      適応策  不
可⽋         廃棄物処理分野         以上 取組 推進  必要       

国   平成 30 年 11 ⽉  地域気候変動適応計画策定       策定  地域 実情 応  
適応策 検討    定      併  令和元年 12 ⽉  廃棄物処理分野 関  適応策 検討
     実務的 ⼿引      地⽅公共団体    廃棄物      分野 気候変動適応策  
      策定      同            排出 収集 中間処理 最終処分 関  適応策 
例 ⽰      以下   例 ⼀部 ⽰     

本市         参考 必要 取組    検討        
 

表 5-13-(1) 自然災害による影響とその適応策例 

影響項⽬ ⾃然災害   影響 適応策 
気候
要素 

影響 対象 影 響 適応策 

⾃
然
災
害 

作業従事者
  影響 

 仮置場    悪臭 衛⽣動物等 発⽣ 
誘引   感染症    上昇 

□ 殺⾍剤 備蓄 
□ 庁内衛⽣動物等関連部局及     等 

 連携体制 構築 
 作業従事者等 作業効率 低下及 安全

    上昇 
□ 災害廃棄物処理 安全対策 関  研修

等 受講 
□ 仮置場等  作業時 暑熱対策物資（冷

却剤等） 確保 
 作業従事者等 破傷⾵    上昇（⼟

砂混   釘等 踏 抜      ） 
□ 破傷⾵     接種 

   排出
  影響 

 ⽔害 雪崩 台⾵            流
失 破損 倒壊 

□      等 ⼀時的 撤去     型  
               設置     
固定 

収集 運搬
体制  影

響 

 収集 運搬 困難（収集 運搬    ⼨
断  ） 

 ⾞両 横転事故 ⾞両 浸⽔ 

□ 災害発⽣時 収集 運搬      整備 
□ 他 地⽅公共団体 組合等及 関係団体

  連携体制構築（⼈員 ⾞両 提供 沿
岸地域 船舶   運搬 検討  ） 

□ 収集運搬⾞両 事前避難 検討 
□ 災害発⽣時 収集 運搬      整備 

中間処理施
設  影響 

 ⽔害 雪崩 台⾵   建屋 設備  直接
的被害    伴 施設閉鎖 

□ 施設 強靭化（⾬⽔貯留 浸透設備 整
備 排⽔能⼒ 強化 地盤改良   地 
法⾯ 補強 開⼝部 浸⽔対策等） 

□ ⾮常⽤発電設備 設置（⾃⽴起動  
 ） 

□ 分散型電源 確保 
□ 主要設備機器 想定浸⽔⾼ 以上  移

設 
□ 防⽔扉 設置 
□ 電源供給 途絶  場合 備  電池式 

    備  
□ 道路 不通   場合 想定  災害⽤ 

⾷料 備蓄 
⾃然災害 災害    降⾬ 降雪 積雪 台⾵ 強⾵ ⾼潮 想定 
出典  地⽅公共団体    廃棄物      分野 気候変動適応策       令和元年 12 ⽉     作成 
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表 5-13-(2) 自然災害による影響とその適応策例 

影響項⽬ ⾃然災害   影響 適応策 
気候
要素 

影響 対象 影 響 適応策 

⾃
然
災
害 

中間処理施
設  影響 

 災害廃棄物 受⼊    影響（⼟砂混
  廃棄物 処理   設備 摩耗及 焼
却残  増加／低       処理   
燃料使⽤ 増加／⻑尺物 針⾦等 混在
   閉塞 巻 付     発⽣） 

□ 他 地⽅公共団体 組合等及 関係団体
  連携体制構築（産業廃棄物協会  
協定締結  ） 

□      容量 増加 
□ 薬剤 燃料 確保 
□ 災害廃棄物受⼊       破砕機 設

置 
        供給   焼却施設 焼却残

 等 搬出 ⽀障 
□ ⼀時的 豪⾬   重機 使⽤制限 対 

        等 利⽤代替設備 整備 
□ 災害廃棄物 保管           整

備 

最終処分場
  影響 

 ⽔害 雪崩 台⾵   建屋 設備  直接
的被害    伴 施設閉鎖 

□ 施設 強靭化（⾬⽔貯留 浸透設備 整
備 排⽔能⼒ 強化 地盤改良   地 
法⾯ 補強 開⼝部 浸⽔対策等） 

□ 主要設備機器 想定浸⽔⾼ 以上  移
設 

□ 堰堤   上  
□ 設置地盤   上  
□ 電源供給 途絶  場合 備  電池式 

    備  
□ 道路 不通   場合 想定  災害⽤ 

⾷料 備蓄 
 最終処分場 増加     伴 埋⽴残余

容量 減少 
□ 残余容量 確保 

 最終処分場内  ⽔ 滞留    伴 衛
⽣環境 悪化 

□ 調整池 容量 増  ⼜ 仮設調整池 
設置浸出⽔処理設備 能⼒ 上   

□ ⽔処理 配管            化 
□    敷設   排⽔ 

⾃然災害 災害    降⾬ 降雪 積雪 台⾵ 強⾵ ⾼潮 想定 
出典  地⽅公共団体    廃棄物      分野 気候変動適応策       令和元年 12 ⽉     作成 
 

広域的な連携 

緊急時等    対策      広域的 危機管理体制 連携 確⽴    検討          
 

① 廃棄物処理 関  相互協定 締結 向  関係機関  調整 取 組         
② 関前区域等   処理      当⾯ 今治市区域 越  連携   効率的 処理 継

続       ⻑期的 対応    検討            
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計画の進行管理 

計画の周知 

   排出 抑制  適正 循環的利⽤ 促進       清掃事業 対  市⺠及 事業者 理
解 協⼒ 必要       

本計画 着実 推進     広報       等  掲載及                      
    通信 等 定期的 配布    周知 普及啓発 努     

 

計画の進行管理 

  減量化等 係 ⽬標値 達成         取組 状況 ⽬標値 達成状況   定期的  
    評価  施策 改善 ⾏       重要     考  基   本計画  Plan（計画） Do
（施策 実⾏） Check（評価） Action（改善 代替案） ＰＤＣＡ        継続的改善
 図        

 
 

図 5-7 PDCA サイクル 


